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一 ス

青函 トン ネル の開通 まで の 足跡

　昭和63年 3 月13日 7時23分函館駅 4 番ホーム か ら ， 青函

トン ネ ル に向け津軽海峡線 の
一番列車で あ る ， 特急 「は つ

か り10号 」 は ， 満員 の 乗客 を乗せ て 走 り禺 し た 。 昭和39年

の 調査斜坑着手 か ら， 実 に 4 半世紀 に も及 ぶ 期間を要 した

ビ ッ グプ ロ ジ ェ ク トは ， つ い に完成す る に至 っ た （表 一
雷，

口 絵写真参照）。

　青函 トン ネル の 完成 は，単 に土木技術の み で なく，機械
・電気等 の 関連分 野 は も とよ り，日本 の 科学技術力全体 の

結集 した成果で あ り，全国民 が世界に対して誇 り得る もの

で あ る。

　 こ の トン ネ ル の 構想 そ の も の は，戦 前か らあ っ た が現 地

で の 予備調査が開始 され た の は ， 昭和21年 か らで ， 昭和29

年の 洞爺丸事故を契機に，調査がよ り深度化 され た。

　ま た ， 経済成長 に伴 う北海道〜本 州間 の 輸送量増加 は ト

ン ネ ル の 必要性 をさらに増す こ ととな り ， 昭和36年 に は，

鉄道敷設法の 調査線 に昇格 し，よ り具体的 な調査 が可能 と

な っ た。

　調査 は，  海底地形測量，  海底岩石 試料採取，  弾性

波 ・音波等 の 物理探査等 が そ れ ぞれ 実施 され た。こ れ に ょ

り未知 で あ っ た 海底下 の 地質構造が 明 らか に な り ， そ の 成

果 は 1万 分 の 1地質図 に ま と め られ た 。 そ の 結果 は ， 掘削

後 に 判 明 し た 地質構造 と大局的 に差 異 がな く， そ の 精度 は

現時点 で の 調査技術 レ ベ ル か らみ て も特筆に 値す る もの

が あ る 。

一
方 トン ネ ル が海底で遭遇す る で あろ う，岩盤 に

対す る ， 陸上 で の 注 入 諸試験 も行 わ れ，海底 トン ネル 実現

に必 要 な注入工 法 の 概要 も見出 され っ っ あ っ た 。

　昭和 39年 3月 に 目本鉄道建設公団 が発足 し，国鉄か ら業

務 を 引 き継 い だ 。 そ して 今 ま で の 調査成果 を基 に，同年5

月 に北海道側， 昭和41年3 月 に本州側 で そ れぞれ の 調査斜

表
一1 青函 トン ネル 略年表

昭 和 21年 4 月24目　地質調 査開始

昭和28年 8 月 1 日　 鉄 道敷 設 法 予 定線に追 加

昭 和29年 9 月26日　洞 爺丸 事故

昭和39年 3 月23日　 日本鉄道建設公団 発足

昭和39年 4 月22日　甚本計画 （調査） の 指示

昭和39年 5 月 8 日　北海道側吉 岡 斜坑掘削開始

昭和41年 3 月 2工日　 本州側竜飛斜 坑掘削開始

昭和42年 3 月 4 日　 北海道 側先 進導坑掘削 開始

昭和43年 12月27日　 北海道側作 業坑掘削開始

昭和45年 1 月17日　 本州側先進導 坑掘削開始

昭和45年 7 月13日　本州側作業坑掘削開始

昭 和46年 4 月 1 日　基本計画 （工 事〉 の 指示 ，お よび 新幹線を通 し得る設

　 　 　 　 　 　 　 計 の 指示

昭和46年 9 月27日　 工 事実施計画 の 認可

昭 和46年 9 月 28日　 本工 事着手

昭和53年 1C月 4 日　 北海道側睦上 部本坑全貫通

昭 和54年 9 月21日　 竜飛作業坑完成

昭 和55年 3 丿jg 目　 吉岡作業坑完 成

昭 和56年 7 月 3 日　 本州側陸上部本 坑全 貫通

昭和58年 1 月27H 　先進導坑貫通

昭 和59年 3 月 9 日　 本州側海底部本 坑全 貫通

昭 称60年 1 月 17日　 北海 道側海底 部 本坑全貫通

昭 和60年 3月1G目　 本坑全貫通

昭 和63年 3刀 13日　 青函 トンネ ル 開 通

坑を， 公団直轄工事と して着手 した 。 直轄工 事 の 目的 は，

  海底下 の 地質 ・湧水状況 の 直接観察，  海底 トン ネ ル 建

設に 不可欠 な技術 の 開発 な らび に 修得，  本坑工 事 の 工 期
・工 費 の 見積 り等 で ある 。

　昭和44年 2 月 に，青函 ト ン ネル で 最初 の 出水事故が，竜

飛斜坑 1223m で 発生 し た。 こ の 事故は ， 玄武岩の 貫入を

伴 っ た断層破帯 で 発生 した もの で，最大出水量 16t1分を

記 録 し，復 旧に約 6 か 月 を 要 した e そ の 突破に は止 水注入

が フ ル に そ の 効果を発揮 した が， こ の 事がそ の 後 の 青函 ト

ン ネル 掘削の 大きな 自信と な り， 昭和46年春に は ． 工 事線
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図一て　青函 トン ネル 縦断面 図

April ．1988 95

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnlcal 　Soclety

ニ ュ
ース

纖

気

煙

 

嚠

難

　

　

門

門

図一2 青函 トン ネル 火災対 策設 備

へ 昇格 した。

　技術開発 の 努力 は，調査斜坑 に 続 く先進導坑や 作業坑

（図
一1） の 直轄 工 事 の 中で 引き続 きなされ ， そ の 結果 ，  

最大掘進長 2150 皿 を達成 し た 二 重管 リバ ー
ス 工 法 に よ る

長尺水平 ボ ー
リン グ，   施工性 ・強度 ・耐久性 に すぐれ た

LW グ ラ ウ ト注入 工 法 ，   SEC 工 法等 を含む 合理的な 吹

付け コ ン ク リ
ート工 法等が ほ ぼ当初の 計 画 通 り確立 され た。

　 こ うした 技術開発 の 進展状況 も踏ま え ， 昭和47年 6 月 に

作業坑を含め た本坑工事が ， 請負方式に よ り着手 され た 。

本坑の 掘削 は，先行 な い し は 併行掘削 され て い る 作業坑か

ら何箇所 もの 連絡坑 に よ り分割施 工 し，工 期 の 短縮 が は か

られた。また掘削工 法 の 選定，注入 の 実施等 に お い て は，

先進導坑 ・ 作業坑 で の 実績 が 十分 に 考慮 され た。

　しか し ， こ の よ うな慎重 な 施工体制に もか か わ らず， 昭

和51年5 月 6 日吉岡作業坑 4k588 ・n で 起きた ， 青函 トン

ネ ル 建設史 上 最大に して ， 最後 の 出水事故は ， トン ネ ル 関

係者 の み な らず ， 国民全体 に トン ネル が本当 に完成す る の

か と い う危機感をもた ら し た。そ の 規模 は 最大出水量 70t

！分 を記 録 し，作業坑 3015m と本坑 1493m を水没 さ せ た
。

し か し，冷静な復 旧作業 に よ り約 6か月 で 出水切羽 に到達

した 。 過去 の 三 度 の 出水事故 もそ うで あ る が ， こ の よ うな

事故 を契機 に
， そ の 都度， 技術全 般 の 見直しが 行 われ ， そ

の 後の 工 事遂行に反映させ る努力がな され た 。 それ に より

こ の 大出水事故以 後は ，
二 度と出水 させ る こ と な く工 事 が

進 め られ た 。

　昭和58年 1 月 に は先進導坑が，昭和60年 3月 に は本坑が

そ れ ぞ れ 貫通 し，路盤工 事 は 大 き な 山揚 を越 えた。

　そ の 後工 事 の 中心 は軌道， 電気等の 開業関連工 事に移 っ

た が，開業関連 の 設備の う ち特に 青函 トン ネル を特徴づ け

る もの と して ， 竜飛 と吉岡 の 斜坑 と立 坑の 問 に そ れ ぞれ設

け られ た 火災対策設備 （定点設備） が ある （図一2）。青函

トン ネル は 53・85　km と長大 で あ り，火災列車 が トン ネ ル

外に脱出 で きな い こ と も考 え られ る こ とか ら， トン ネ ル 内

に ， 換気 ・排煙，避難誘導，消火，情報連絡等 の 設備を集

中 し て 設 置す る こ とに よ り， トン ネル 外 と同程度 の 避難環

境を確保 し た特定の 場所 （定点）を設 け て い る 。 こ れ に よ

り火災対策 の 面 か ら見 た トン ネ ル の長さは 3分割され ， 従

来の 長大鉄 道 トン ネ ル と同程度 と な っ て い る。

（文責 ：菊地悦男　 目本鉄道建設公団海峡線第 2 課）

　　　　　　　　　　　　　　　　 （原稿受理　1988．3．8）
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